
会 議 録 

 

会議名称 平成３０年度 第３回 佐倉市子育て支援推進委員会 

開催日時 平成３１年３月１９日(火) 午後１時 30分～午後 3時２0分 

開催場所 佐倉市市役所 議会棟 2階 第 3委員会室 

出席者等 

委 員：早坂委員、伊藤委員、越部委員、秀島委員、渡邊委員、 

中村委員、平田委員、平岡委員、髙橋委員、青野委員、 

古川委員、小林委員、川端委員、鴇﨑委員、前田委員 

 

事 務 局：亀田健康こども部長、子育て支援課 田中課長、向後主幹、

松澤副主幹、馬場副主幹、石渡主査、照井主査、土屋主査補、

木勢主任主事、山下主任主事、舩山主事 

会議議題 

（１）第二期子ども・子育て支援事業計画策定に係るニーズ調査中間報告について 

（２）第二期子ども・子育て支援事業計画の策定スケジュールについて 

（３）その他 

 

会議経過 別紙、平成３０年度第３回佐倉市子育て支援推進委員会 会議録のとおり 
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平成３０年度  第３回佐倉市子育て支援推進委員会  会議録  

 

 

【１  開会】  

 

【２  健康こども部長あいさつ】  

 

【３  議題等】  

 

●議題１  第二期子ども・子育て支援事業計画策定に係るニーズ調

査中間報告について  

 

●議題２  第二期子ども・子育て支援事業計画の策定スケジュール

について  

 

●議題３  その他  

 

【４  閉会】  

 

議題１  第二期子ども・子育て支援事業計画策定に係るニーズ調査

中間報告について  

 

（事務局説明）  

資料１－１を使用して、佐倉市子ども・子育て支援に係るニーズ

調査について説明。本調査は、平成２７年３月に策定した「佐倉市

子ども・子育て支援事業計画」が平成３１年度で終了するため、平

成３２年度からの第二期計画策定に向けて、教育・保育・子育て支

援に関する現在の利用状況や今後の利用希望を把握し、確保すべき

「量の見込み」を算出するための調査である（以下、調査の概要及

び結果を要約）。  

 

1.  調査概要  

調査地域は佐倉市内全域。平成３０年１２月１２日～２８日を調

査期間とし、就学前の子どもを持つ保護者１，０００人、小学生の

児童を持つ保護者１，０００人を無作為抽出し、無記名郵送方式に

て回収。回収状況は平均５３％であった。  

 

2.  調査結果  

教育・保育事業の利用状況について（P３４～３５）、３歳未満児
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は認可保育園の利用が最も多く、３歳以上児は、幼稚園という回答

は、３歳が５８．６％、５歳が５５．５％、認可保育園という回答

は４歳が４９．２%と、最も多かった。  

幼稚園の利用希望については、定期的に利用したい教育・保育事

業（P５０）において５６．６％、最も希望する教育・保育事業（ P

５３）において３３．８％、幼児教育・保育無償化後の定期的な教

育・保育事業の利用希望（ P５７）において３８．４％と、幼稚園を

希望する割合がそれぞれ最も多かった。  

 育児休業の取得状況について、「働いていなかった」と回答した割

合が、就学時前の子どもを持つ保護者は４８．２％に対し（ P９９）、

小学生の児童を持つ保護者は６２．６％（P１７６）と、低年齢の子

どもを持つ保護者の方が仕事をやめずに育児休業を取得しており、

数年間で、女性の就業率が増加していることが推定される。  

 学童保育所の希望終了時間について、前回会議において学童保育

所の開所時間について審議いただき、２０：００迄の開所は子ども

のためには好ましくないという意見を多くいただいた。今回の調査

結果では、小学校低学年は１８時台が４３．３％、次いで１９時台

が２６．７％（P１６８）、高学年は１８時台が３８．２％、次いで

１９時台が３１．６％（ P1７０）と、遅くまで希望する方は少数で

あるという結果であった。  

 今後の佐倉市における子育ての環境や支援に対する期待につい

て、就学時前の子どもを持つ保護者及び小学生の子どもを持つ保護

者共に「道路や公園など子どもが安心して暮らせる環境の整備」、「子

育て家庭への手当の支給や税制優遇措置」を期待する方が多く、「保

育園・学童保育所などの整備」は想定よりも割合が低かった。  

 

（委員長）  

 それでは、「第二期子ども・子育て支援事業計画策定に係るニーズ

調査中間報告について」のご意見・ご質問等あるか。  

 

（委員）  

 家庭の経済状況について調査した項目があったが（資料１－２②、

P15）、今回の調査結果で、経済的に困っている方たちが子育ての環

境や支援に期待する事項等との関連性はあったか。  

 

（事務局）  

 調査結果は（P１８８）、「経済的理由のために支払いができなかっ

た費用はない」と回答した割合が７５．４％であったが、支払いが

できなかった費用としては、「税金、公的年金や健康保険、介護保険
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料」が７．２％と最も多くなっている。一方で、「学校の課外活動の

参加費、交通費」の支払いができなかった割合は０．４％と最も少

なく、家計の状況が苦しいと感じている家庭でも、子どものための

費用を捻出していることが推測される。また、保護者自身が特に必

要としている支援について、家計の状況が苦しいと感じている方ほ

ど、「就労に有利な資格取得にかかる支援」という回答の割合が多く

なっている。  

調査結果は関係部署と共有し、今後の子育て支援施策に役立てて

いきたい。  

 

議題 2 第二期子ども・子育て支援事業計画の策定スケジュールに

ついて   

  

（事務局説明）  

資料２－１を使用して第一期佐倉市子ども・子育て事業計画の概

要について説明。第一期計画は、平成１６年度に策定した次世代育

成支援対策推進法に基づく行動計画を継承したものであり、平成２

７年から始まり、平成３１年度に終了する。  

平成３２年度からの第二期計画にあたっては、今回のニーズ調査

の結果や現在の利用状況を踏まえて、確保すべき量の見込を算出し、

どれだけ確保していくかを第４章に反映する。  

第５章の基本施策の展開については、庁内の担当部署で評価事業

の見直しを行っていく。  

第６章の計画の実現のために、計画の進捗状況を本委員会で毎年

度報告し、審議していただく。  

また、第一期では計画期間の中間年（平成２９年）に、量の見込

みを実態と乖離している数値を見直した。  

 

資料２－２を使用して、第二期計画策定スケジュール（案）を説

明。平成３２年度の委員会は４回を予定しており、第１回は 7 月中

旬に、計画（素案）について審議していただく。  

国の基本指針が６月頃に改正予定であるが、改正項目は（１）幼

児教育アドバイザーの配置・確保及び幼児教育センターの体制整備、

（２）幼稚園の利用希望及び保育を必要する者の預かり保育の利用

希望への対応、（３）外国につながる幼児への支援・配慮についてで

ある（資料２－２、P1０）。（１）及び（３）については、第５章の

基本施策の展開において、市として何ができるかを検討していく。  

 

 また、子ども・子育て支援事業計画は次世代育成支援対策推進法
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に基づく行動計画を含めており、本指針の改正を反映させる必要が

ある（P11）。具体的には、新・放課後子ども総合プランなど学童保

育所の受入の促進を第二期計画にも反映させていく。  

 

（委員長）  

 それでは、「第二期子ども・子育て支援事業計画の策定スケジュー

ルについて」の、ご意見・ご質問等はあるか。  

 

（委員）  

 第一期子ども・子育て支援事業計画についても、事前にニーズ調

査を実施し、その結果を踏まえて策定したものであるか。  

  

（事務局）  

 そのとおりである。  

 

（委員）  

 今回もニーズ調査を実施した上で、良かった点と悪かった点があ

れば教えていただきたい。また、第一期については、当初の計画ど

おりであったか。  

 

（事務局）  

 前回のニーズ調査では、保育の利用希望が実際の利用状況と比較

して大きく出てしまったため、市が補正して算出した。今回のニー

ズ調査は、結果をそのまま反映できるかについては、これから精査

する。  

 

（事務局）  

 ２つ目の質問について補足させていただく。第一期事業計画策定

時に、教育・保育や地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確

保量を算出している。計画期間の中間年の平成２９年度には策定当

初の数値の精査をし、平成３１年度までに待機児童を解消するため

に、量の見込みや確保量の見直しを行った。結果としては、待機児

童は今後も発生する見込みである。このため、第二期計画において

は施設整備を含め、幼稚園の長時間の預かり保育などを勘案して計

画事業を行うことが重要であると考える。  

 

議題３  その他（生活クラブ風の村保育園佐倉東の第三者評価の評

価結果について）  
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（事務局説明）  

資料「千葉県福祉サービス第三者評価の評価結果」を使用して説

明。前回会議において資料を渡した、「公立保育園等の在り方に関す

る基本方針について」の中で、保育の質を確保した上で段階的に民

営化を行うこととされており、今年度、佐倉東保育園が民営化して

から３年経ち、第三者評価を実施した。その結果が千葉県の HP に

公表されている。内容としては、千葉県が設定する評価項目に基づ

いて、第三者評価機関が実際に施設を訪問したり、保護者にアンケ

ートを実施し、様々な角度から評価したものである。評価としては、

特段問題があるわけではなく、概ね良好に運営しており、今後の民

営化についても方向性は変わらないこととなる。  

 

（委員長）  

 それでは、「生活クラブ風の村保育園佐倉東の第三者評価の評価結

果について」の、ご意見はあるか。  

 

意見なし  

 

（委員長）  

 それではこれをもって本日の会議を終了する。  

 

閉会  

 以上  

 

 


